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第１章 老朽建築物等対策計画について・・・【本編：Ｐ１～６】       

行政、所有者等と地域住民が協力して「安心・安全で快適なまち」をめざす 

本章では、計画の背景や目的、その対象とする範囲等の概要を示しています。 

１ 背景・目的 

板橋区は、平成 28(2016)年３月に「安心・安全で快適なまち」をめざすことを目的として、

板橋区老朽建築物等対策計画 2025（以下「対策計画」という。）を策定しました。 

本計画は、令和３(2021)年度から令和７(2025)年度までの計画後期に向けて、対策計画策定

後の５年間に業務で培った知見等に基づき、今後も増加が見込まれる老朽建築物等の対策を 

官民の連携を図りながら推進していくため、一部改訂を行ったものです。 

２ 用語の定義 

本計画で登場する用語の説明をしています。 

３ 計画の位置づけ 

老朽建築物等対策の基本的な方向性とともに、老朽建築物等に関する対策を総合的かつ計画

的に推進するための実施体制や具体的な施策の方向性を示す「個別計画」となります。 

４ 空家特措法と対策条例の関係 

空家等に関しては、「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下「空家特措法」という。）

及び東京都板橋区老朽建築物等対策条例（以下「対策条例」という。）に基づき対応し、居住者

のいる老朽建築物については、対策条例に基づき対応します。 

５ 計画運用期間 

  令和３(2021)年度から令和７(2025)年度 

６ 対象区域 

  区内全域 

７ 対象建築物 

  全ての老朽建築物等 

 

第２章 板橋区における老朽建築物等の現状・・・【本編：Ｐ７～32】        

空き家の現状と業務で培った知見を踏まえた課題 

本章では、区の人口推計並びに住宅・土地統計調査の結果から客観的に現状を考察したうえで、

これまでの取組状況や実績とともに、主な相談事例や解消事例を分析し、適切に維持管理されて 

いない老朽建築物等が及ぼす「影響」と対策を進めるうえでの「課題」を示しています。 

１ 人口推計及び住宅・土地統計調査から見た状況 

板橋区人口ビジョンを用いて人口の将来展望

を示すことで、引き続き少子高齢化が進展するで

あろうという問題認識の共有化を図り、あわせて

住宅・土地統計調査を用いて住宅事情や空き家の

現状について、考察しています。 

２ 老朽建築物等対策の取組状況 

老朽建築物等対策に係る主な取組を年表形式

で示すとともに、平成 25(2013)・26(2014)年度の

老朽建築物等実態調査(以下、「老朽建築物判定」と

いう。）で危険度※Ａと判定された 207件について、

令和元(2019)年度末時点で 133 件まで減少させて

きたことを示しています。 

                  ※ 危険度が高い順に、Ａ:危険、Ｂ:やや危険、Ｃ:安全、 

Ｄ:老朽化なしに分類 
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３ 老朽建築物等対策の主な実績 

これまでの各取組の概要や実績と、実際の相談事例を紹介しています。 

４ 老朽建築物等対策の分析 

   所有者等調査、相談解決事例や特定認定した

物件等について、傾向の有無や共通事項等が 

ないかを分析しています。 

５ 課題 

これまでの業務で培った知見を踏まえ、老朽

建築物等が及ぼす影響を「保安」「衛生」「景観」

「周辺環境の保全」の４つのカテゴリーに分類 

し示すとともに、さらに対策を推進していくため

に注目すべき課題について、「所有者等」「住宅 

市場の流通等」「敷地・建築物等」の３つの視点

で整理しています。 

 

第３章 老朽建築物等対策の基本方針・・・【本編：Ｐ33～38】           

協力して行動目標を達成し、将来像をめざす 

本章では、本計画において定めた２つの目標とともに、計画を推進するための行動目標や対策の

方向性、めざす将来像を示しています。 

１ 計画の目標 

 老朽建築物等の総数減と予防対策の推進 

 危険度Ａ物件の解消    

成果指標 R１(2019)年度末時点 目標値 

H28(2016)年度から R７(2025)年度

までの累計解消件数 
74件    207件 

２ 計画を推進するための行動目標 

 修 繕：損壊している部分を修理することにより、老朽化の進行速度を減速 

 改 修：利用目的にあわせ改修を行うことにより、建築物の寿命を延長 

 利 活 用：売却や賃貸等をすることにより、適切な管理がなされる状態を維持 

 除却（解体）：安全確保のために除却（解体） 

 適 正 管 理：適切な管理を継続し、常に良好な状態 

に維持 

３ 対策の方向性 

区は、所有者等が行動目標に向かって安心して行動を 

起こせるように、必要に応じて地域住民の協力を得ながら、 

問題解決に向けた支援を行います。 

また、老朽建築物判定の結果において、危険度Ａ及びＢ 

とされた建築物は、住居系用途の割合が 75％以上を占めて 

いることから、住居系用途を優先して対策を進めます。 

４ 計画がめざす将来像 

行政、所有者等及び地域住民が、連携・協力し良好な 

生活環境の確保を図ることで、「安心・安全で快適なまち」 

を実現します。 

 

 

行政
（板橋区）

地域住民
協力･連携

協力・支援

行動目標

行 動

修繕

老朽建築物等
の所有者等

改修 利活用

除却 適正管理

「安心・安全で快適なまち」の実現

行動目標の達成

区民、町会等の地域活動団体

ＮＰＯ・民間事業者等の民間団体
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第４章 行政の役割等と実施体制・・・【本編：Ｐ39～46】         

それぞれが役割を果たし、問題の解決を図る 

本章では、行政、所有者等や地域住民が果たす役割とともに、区の行う業務並びに組織体制及び

基本的な事務の流れを示しています。 

１ それぞれの役割 

（１）行政の役割 

  ・老朽建築物等に関する実態把握 

  ・相談窓口の設置と専門家の派遣、除却助成等の所有者支援 

  ・積極的な啓発・指導等 

  ・地域住民及び民間団体との連携 

（２）所有者等の役割 

・自己の責任において適切な維持管理 

・「相続」「入院」「施設入所」等に起因する不適切な維持管理 

   の空き家の発生抑制 

（３）地域住民の役割 

  ・不適切な老朽建築物等に関する区への情報提供 

  ・老朽建築物等の適切な管理につながる地域住民や地域活動 

団体との相互協力 

２ 組織体制 

   都市整備部建築安全課を窓口として、「啓発」、「調査」及び「相談・指導」の業務を行うこと

や所有者等や周辺住民等からの相談等への全庁的な連携体制について示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

住宅政策課

土木サービスセンター
（南部・北部）

みどりと公園課

資源循環推進課

生活衛生課

広聴広報課

法や条例に基づく
助言・指導・勧告・代執行

助成金制度活用

除却　及び　改善

特定空家等及び特定老朽建築物 特定空家等及び特定老朽建築物以外
都市計画課

以降、建築安全課が対応
行政指導・相談対応
（関係各課で連携） 建築指導課

協議会による意見聴取
検討会議による意見聴取

所管部署検討

関
係
部
署
と
連
携

おとしより保健
福祉センター

生活支援課

区による認定の決定
環境政策課

認定する 認定しない

現地調査

契約管財課

所有者調査
防災危機管理課

所有者に対する改善啓発 地域振興課

受付（建築安全課）
判定結果 危険度Ａ

地域住民からの相談 所有者等からの相談 区による啓発

利活用・除却・助成金
・支援に関する相談

老朽建築物判定関係部署
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第５章 老朽建築物等対策に関する取組・施策・・・【本編：Ｐ47～68】       

将来像の実現に向けた現状の取組と未然に防ぐための取組 

本章では、第３章で示した「修繕」、「改修」、「利活用」、「除却」及び「適正管理」の５つの行動

目標やその対策の方向性、並びに第４章で示した行政の役割に基づく、取組や施策について示して

います。 

１ 実態の把握（情報収集） 

（１）個別調査 

  ・所有者の調査や個々の物件に対しての具体的な管理状況の把握 

   
 

（２）大規模調査 

・区内全域又は一部の地域の老朽建築物等 

 の件数や分布状況等を把握 

・本計画の成果及び次期計画の基礎情報を 

得る 

・調査の対象及び内容は、区が抱える課題 

 や社会情勢を踏まえ柔軟に追加・変更 

（３）データベースの整備及び管理 

・個人情報保護にも十分配慮しつつ、関係 

各部署との情報共有の確立を検討 

 

２ 空家等及び老朽建築物対策 

空家等や老朽建築物は個人の財産であ

り、適切な維持管理は第一義的には、当該 

所有者等の責任において、行われるべきもの

です。 

そのため、所有者等に対して適切な管理（利活用を含む）や修繕の必要性等を啓発し、   

それにより建築物の老朽化の進行を遅らせることを目的としています。 

（１）啓発業務 

・定期的な啓発文書送付 

・情報発信（紙媒体の提供先の充実） 

・民間事業者等との連携・協力による区民向け講座や相談会の開催 

（２）相談業務 

・相談窓口（専門家団体等との連携・協力によるワンストップ相談窓口の設置検討） 

  ・専門家による相談（専門家派遣） 

・空き家の利活用 

（３）管理・保全対策 

  ・パトロール体制の強化 

・老朽建築物等に係る緊急安全措置 

  ・老朽建築物等管理保全対策 

  

調査対象 

（空家等及び老朽建築物） 
所有者調査 

現地調査 

外観調査 立入調査 

危険度Ａ 毎年 毎年 

必要に応じて 危険度Ｂ 必要に応じて 必要に応じて 

その他（相談物件等） 適宜 適宜 

 
相談・情報提供を受ける（パトロール含む）

①現地調査（必要に応じて聞き取り調査）

②登記事項取得（全部事項証明書情報）

所有者等へ通知（又は訪問）

居住しており、

老朽化している
※借家の場合、借家人

に聞く。それでもわから

ない場合は②へ。

空き家

所有者等

が判明

登記がない又は、

空き家と同住所

③都税事務所照会（固定資産税納税者情報）

所有者等

が判明

④戸籍謄本等取得

空き家と同住所

所有者等

が判明

空き家と同住所

⑤その他情報収集

所有者等

が判明

【
概
ね
1
週
間
】

【
最
長
２
ヶ
月
程
度
】

【
平
均
す
る
と
概
ね
１
ヶ
月
半
】

建替え・改修 

できる？ 

相続関係の 

相談がしたい！ 

維持管理は 

どうすれば？ 

＜現地調査や所有者調査等の流れ＞ 
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３ 特定空家等及び特定老朽建築物対策 

空家特措法及び対策条例に基づく、勧告･命令等の不利益的措置を含む強制力を伴った指導

内容、そこに至る過程や特定認定の解消に向けた取組について示しています。 

 特定空家等及び特定老朽建築物判定基準の開示 
 除却費助成事業による支援 
 法や条例に基づく指導内容の流れ 

 

 

 

 

４ 予防対策 

老朽建築物等にしないために「適正管理」を行うことで老朽建築物等の増加を未然に防ぐ 

「予防」は大事な対策の一つです。 

そのため、65歳以上の高齢者を対象とした早い段階からの積極的な啓発活動をはじめ、関係

部署や地域住民等との連携した取組、並びに国の特例措置による支援等の内容について示して

います。 

（１）啓発業務 

・積極的な寄り添い型支援の検討     ・相続の生前対策の必要性の周知 

・登記の促進と法務局における取組の紹介 ・成年後見制度の普及・利用促進 

・安心Ｒ住宅の普及・促進        ・国や東京都の支援制度等の紹介 

（２）建築物の耐震化に係わる支援 

昭和56年５月31日以前に建築された木造住宅やビル・マンションの耐震化を推進するため、

耐震診断、耐震補強設計、耐震補強工事、耐震シェルター設置に係る費用の一部を助成して

います。 

（３）分譲マンションの適正管理促進 

    マンション管理者、区分所有者等に対する情報提供や各種相談に応じ、マンションの適正

管理を推進していきます。 

（４）行政と地域住民等の連携・協力による予防対策 

建築物等の適切な維持管理に関する意識の醸成と地域住民が相互に見守りあう体制や 

情報収集のネットワークの構築について検討を進めます。 

（５）国の特例措置による支援 

「被相続人居住用家屋等確認書」の交付事務の執行を通じて、空き家の最大の要因の  

ひとつである「相続」に由来する古い空き家の不動産市場への流通や有効活用を促進します。 

 

第６章 計画の推進に向けて・・・【本編：Ｐ69～74】           

着実な計画の推進と今後の対応 

本章では、協議会を通じた実績公表、解消事例の報告による目標達成に向けた進捗管理の方法や

計画の推進に向けた計画運用スケジュールを示しています。 

また、国や都との連携及び法・税制度の改正等も見据えた働きかけ 

と今後の対応課題についても示しています。 

１ 進捗管理 

進捗管理に向け、協議会を活用し各年度における目標達成状況 

  や取組実績を公表することとともに、各年度あたり危険度Ａ物件 

を概ね 20件解消していくことをめざします。 

また、計画の運用スケジュールや次期計画の策定時には、各施策 

の効果を検証し、継続的かつ実効性のある施策を検討します。 

助言・指導 勧 告 命 令 行政代執行

助言は原則口頭 

指導は文書での通知 

特定空家等の土地所有者は固定資産税及び都市 

計画税の住宅用地特例の対象から除外される 

命令に違反した場合 

過料に処される 

費用は強制徴収公債権として 

所有者に請求される 

＜ＰＤＣＡサイクルによる進行管理＞ 
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２ 国や東京都との連携や働きかけ 

国や東京都が行う補助・税制等の支援制度を積極的に活用するとともに、法・税制度の改正

や新たな助成制度の設立を見据えた働きかけを行っていくことを示しています。 

３ 今後の対応 

現状では解決策が見出せていない課題への対応や次期計画の策定の際に取り入れることを

検討すべき視点について示しています。 

（１）無接道敷地に存する老朽建築物等の対応 

隣地の接道のある敷地との一体化を推進したり、他自治体の先進事例の収集に努め、  

無接道敷地の居住者や地域住民の安全に配慮しつつ、どのような支援ができるのかを検討し、

行動目標にある「除却」の行動を一歩進め、再建築の行動につながる対策を見出すことが  

大きな課題です。 

（２）借地に存する老朽建築物等の対応 

国の動向を見守りつつ、区内における解決事例等の分析を進め、借地

に存する老朽建築物対策の検討を進めます。 

（３）特定老朽建築物に対する支援 

特定老朽建築物に居住する所有者等の対応について、現状では「対話

による説得という方法」となっており、具体的な問題を解決する手段とはなっていません。 

そのため、問題解決につながる具体的な支援等を今後、指導を続けていくなかで事例を 

積み重ね、それらを参考にしながら検討していきます。 

（４）まちづくりとの連携 
まちづくりを進めるうえで必要であると認められる場合には、積極的に老朽建築物等の 

更新等に関する支援を活用することも勧め、まちづくりの推進との効果・効率的な連携に 

ついても検討を進めます。 

また、個別事案の課題解決を越えた地域的な課題解決につながるような手法についても 

考えていく必要があります。 

 

資料編・・・・・【本編：Ｐ75～103】                        

資料編では、以下に示す内容を掲載しています。 

１ 空家等対策の推進に関する特別措置法        ５ よくある相談と回答 

２ 東京都板橋区老朽建築物等対策条例         ６ 計画の検討体制・策定経過 

３ 東京都板橋区老朽建築物等対策条例施行規則 

４ 関係所管連絡先一覧 

★ ★ ★ ★ ★

★ ★

★ ★ ★ ★ ★

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

計画運用期間

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

令和７年度
（2025）

老朽建築物等対策計画の見直し

広報活動、講座等の開催、
出張相談等

危険度Ｂ物件への啓発文書送付

所有者調査・実態の把握
調
査
業
務

啓
発
業
務

相談・指導業務

特定空家等及び特定老朽建築物の認定

協議会

パトロール

危険度Ａ物件の老朽建築物判定

危険度Ａ物件への啓発文書送付

常時受付

適宜実施

適宜実施

適宜実施

適宜実施

予防

借地権



 

 

 
 

 

板橋区老朽建築物等対策計画 2025＜後期＞ 
～ 計画後期に向けて ～ 
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